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                                        2020 年 1 月 31 日 

各 位 

会 社 名 株式会社ピエトロ 

代表者名 代表取締役社長  高橋泰行 

（ コード番号 2818 東証第一部） 

問合せ先 取締役経理・IR 部長  

森山勇二 

（ＴＥＬ ０９２－７２４－４９２５）  

 

当社完全子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は、2020 年 1 月 31 日開催の取締役において、株式会社ピエトロフレッシュサプライを吸収合併（以下「本

合併」）することを決定いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、完全子会社の吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開示しています。 

 

記 

 

連結子会社の吸収合併 

（1）合併の目的 

株式会社ピエトロフレッシュサプライは当社の 100％子会社であり、野菜の仕入・卸販売とカット野菜

の販売を行っております。この度、当社の第３工場取得に伴い、玉ねぎの品質向上とピエトログループ全

体としての業務の集約及び効率化を目的として、当社を存続会社とし同社を吸収合併することとしました。 

① 新たに取得する第３工場では、適切な温度管理を徹底することが可能なため、玉ねぎの品質向上を図

ってまいります。また、横持ち時間が短縮されます。 

② 市場価格の変動が激しく、売上高の小さい野菜のカット販売を廃止し、当社が外注に出しているパス

タソースの箱詰めを第３工場にて内製化いたします。 

 

 

（2）合併の要旨 

①合併の日程 

合併決議取締役会      2020 年 1 月 31 日（金） 

合併契約締結        2020 年 1 月 31 日（金） 

合併の予定日（効力発生日） 2020 年 4 月 1 日（水）（予定） 

（注）本合併は、当社においては会社法第 796 条第２項に基づく簡易合併であり、株式会社ピエトロ

フレッシュサプライにおいては会社法第 784 条第１項に基づく略式合併であるため、いずれも

合併契約につき、株主総会の承認を得ることなく実施いたします。 

 

②合併方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社ピエトロフレッシュサプライは消滅いたします。 
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③合併に係る割当ての内容等 

株式会社ピエトロフレッシュサプライは、当社の完全子会社であるため、本合併による新株式の発行

及び資本金の増加ならびに合併交付金の支払いはありません。 

 

④消滅会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

消滅会社である株式会社ピエトロフレッシュサプライは、新株予約権および新株予約権付社債を発行

しておりません。 

 

（3）合併当事会社の概要 

① 商号 

 

株式会社ピエトロ 

（存続会社） 

株式会社ピエトロフレッシュサプライ 

（消滅会社） 

② 所在地 福岡市中央区天神三丁目4番5号 福岡県古賀市小竹 198番地 1 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 高橋 泰行 代表取締役社長 高橋 泰行 

④ 事業内容 食品の製造販売事業、 

レストラン事業 

野菜の加工販売 

⑤ 資本金 1,042,389千円 20,000千円 

⑥ 設立年月日 1985年 7 月 29 日 1983年 4 月 20日 

⑦ 発行済株式数 6,257,230株 400株 

⑧ 決算期 3 月 31 日 3 月 31 日 

⑨大株主及び持株比率 

（2019年 9月 30日現在） 

（注）当社に係る持株比

率は、自己株式を除いて

計算しております。） 

株式会社 M・LYNX 

日清オイリオグループ

株式会社 

西川 啓子 

株式会社西日本シティ

銀行 

日本マスタートラスト

信託銀行株式会社（信

託口）   

25.17％ 

 

18.36％ 

3.17％ 

 

2.18％ 

 

 

1.40％ 

株式会社ピエトロ 100％ 

⑩ 直前事業年度の財政 

   状態および経営成績 
2019年 3 月期（連結） 2019年 3 月期（個別） 

  純資産 5,320,158千円 94,512千円 

  総資産 8,837，612千円 178,000千円 

  売上高 9,683,677千円 272,719千円 

  営業利益 538,836千円 10,748千円 

  経常利益 530,995千円 10,765千円 

  最終利益 288,342千円 7,345千円 
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（4）合併後の状況 

本合併による当社の商号、本社所在地、代表者、事業内容、資本金および決算期に変更はありません。 

 

（5）今後の見通し 

本合併は、完全子会社との合併であるため、当社の単体業績および連結業績への影響は軽微でありま

す。 

  

以上 


